
議   第  １５８  号 

令和 ４ 年 ９ 月 ５ 日提出 

 

   熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

 熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第３条第４項を次のように改める。 

４ 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再

任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤務職員

に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のう

ち、前項の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた

額に、勤務時間条例第２条第３項の規定により定められた当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。 

 第３条の２を削る。 

 第４条第２項中「の定める」を「で定める」に改め、同条第３項及び第５項中「そ

の者」を「当該職員」に改める。 

 第１５条第１項第１号中「以下」の次に「この項及び次項において」を加え、同項

第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、同条第２項第１号中「その者」

を「当該職員」に改め、「相当する額（以下」の次に「この号において」を加え、同

号ただし書中「以下」の次に「この号及び第３号において」を加え、同項第２号中「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第３号中「そ
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の者」を「当該職員」に改める。 

 第２１条第１項中「場合は」を「場合には」に改め、同条第２項中「再任用短時間

勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「「１００分の１００」を       

「、「１００分の１００」に改め、同条第４項及び第５項中「場合は」を「場合には」

に改める。 

 第２６条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。 

 第２９条第２項中「第９条」を「第４条、第９条」に、「再任用職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員」に改める。 

 第３０条第２項中「以下」を「第３１条第２項第１号及び第２号において」に、「そ

の者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改める。 

 第３１条第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に、「その者」を「当該

職員」に改め、同条第２項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改

める。 

 附則に次の見出し及び８項を加える。 

 （６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員に係る給料の特例） 

２３ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の

４月１日（附則第２６項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用され

る給料表の給料月額のうち、第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級

並びに第４条第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により当該職員の受ける号

給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを

１００円に切り上げるものとする。）とする。 

２４ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

(1) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及

び非常勤職員 

(2) 熊本市職員の定年等に関する条例の一部を改正する等の条例（令和４年条例

第  号）の規定による改正前の熊本市職員の定年等に関する条例（昭和５９年

条例第２７号）第３条ただし書に規定する職員に相当する職員 
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(3) 熊本市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定により同条

第１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を

含む。）を延長された同条例第６条に規定する職を占める職員 

(4) 熊本市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務

している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用さ

れていた職員を除く。） 

２５ 附則第９項、第１９項、第２０項、第２１項又は熊本市一般職の職員の給与に

関する条例の一部を改正する条例（平成２３年条例第８号。以下「平成２３年改正

条例」という。）附則第７項の規定による給料を支給される職員に対する附則第  

２３項の規定の適用については、同項中「応じた額」とあるのは、「応じた額と附

則第９項、第１９項、第２０項、第２１項又は平成２３年改正条例附則第７項の規

定による給料の額との合計額」とする。 

２６ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、当

該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第２８項において「異動日」

という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受けるもののうち、特定日に

附則第２３項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項において「特定

日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００

分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り

捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げる

ものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととな

るもの（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附

則第２３項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日

給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

２７ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との

合計額が第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給

の給料月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料

月額と特定日給料月額」とあるのは、「第３条第３項の規定により当該職員の属す

る職務の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

２８ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第２３項の規定の

適用を受ける職員に限り、附則第２６項に規定する職員を除く。）であって、同項
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の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるものには、

当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところによ

り、前２項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

２９ 附則第２６項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第２３項

の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される

職員との権衡上必要があると認められるものには、当分の間、当該職員の受ける給

料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、前３項の規定に準じて算出

した額を給料として支給する。 

３０ 附則第２３項から前項までに定めるもののほか、附則第２３項の規定による給

料月額、附則第２６項の規定による給料その他附則第２３項から前項までの規定の

施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

 別表第２再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定 年
前 再
任 用
短 時
間 勤
務 職
員  

 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

円 
190,300  

円 
213,800  

円 
257,100  

円 
276,600  

円 
291,400  

円 
318,500  

円 
381,600  

円 
433,000  

 別表第３再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定 年
前 再
任 用
短 時
間 勤
務 職
員  

 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

円 
190,300  

円 
213,800  

円 
257,100  

円 
276,600  

円 
291,400  

円 
318,500  

円 
381,600  

円 
433,000  

 別表第４再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定 年
前 再
任 用
短 時
間 勤
務 職
員  

 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

円 
296,200  

円 
338,600  

円 
393,000  

円 
466,000  

円 
565,900  

 

   附 則 

 （施行期日） 

- 54 -



１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「改正法」と

いう。）附則第４条第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下「暫定再

任用職員」という。）の給料月額は、当該暫定再任用職員がこの条例による改正後

の熊本市一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第３

条第４項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務

職員」という。）であるものとした場合に適用される同条第２項に規定する給料表

の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、同条第３項の規

定により当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

３ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第１

項に規定する育児短時間勤務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「とする」とあるのは、「に、熊本市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年条例第２号）第２条第２項の規定により定められた当該暫

定再任用職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。 

４ 改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下「暫定再

任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が

定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される改正後の条例第３

条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月

額のうち、同条第３項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の

級に応じた額に、熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第３項の規定

により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

５ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後

の条例第１５条第２項、第２１条第２項及び第２６条第２項の規定を適用する。 

６ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員

とみなして、改正後の条例第３０条第３項の規定を適用する。 

７ 改正後の条例第３１条第１項の職員に暫定再任用職員又は暫定再任用短時間勤務

職員が含まれる場合における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ご
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との総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第１号及び第２号中「定

年前再任用短時間勤務職員」とあるのは、「定年前再任用短時間勤務職員、暫定再

任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員」とする。 

８ 改正後の条例第４条、第９条、第１０条、第１１条（医療職員給料表の適用を受

ける職員に係る部分に限る。）、第１３条、第１４条及び第１８条の規定は、暫定

再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員には適用しない。 

９ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短

時間勤務職員に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

 （熊本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

１０ 熊本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１９年条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

 第１０条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

 

 （提出理由） 

  国家公務員法等の一部を改正する法律（令和３年法律第６１号）の施行による一

般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）の一部改正に伴い、本

市もこれに準じて、当分の間、６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の

一般職の職員に係る給料月額を６０歳時の７割水準とする等のため、所要の改正を

行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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